
北海道十勝地域公共交通計画推進協議会 

運賃協議分科会（帯広市･音更町･士幌町･上士幌町）設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、道路運送法（昭和 26年法律第 183号。以下「法」という。）第９条第４項の規

定に基づき、北海道拓殖バス株式会社が十勝管内で運行する路線バスのうち、帯広市、音更町、士

幌町及び上士幌町を走行する路線又は区間（以下「路線等」という。）に係る運賃及び料金（以下「運

賃等」という。）について協議を行うため、北海道十勝地域公共交通計画推進協議会規約（以下「規

約」という。）第８条の規定に基づき、北海道十勝地域公共交通計画推進協議会（以下「協議会」と

いう。）の分科会として設置する組織及びその運営に関し、必要な事項を定める。 

（組織）  

第２条 この要綱による分科会は、次条の協議事項の協議等を行うため設置することとし、名称は「運

賃協議分科会（帯広市･音更町･士幌町･上士幌町）」とする。 

（協議事項）  

第３条 分科会は、次に掲げる事項の協議等を行うものとする。 

（１）北海道拓殖バスが運行する路線等に係る運賃等に関する事項 

（２）その他必要と認める事項 

（委員） 

第４条 分科会は別表に定める委員をもって構成する。 

（会議）  

第５条 会議は協議会会長が招集する。 

２  会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くことができない。 

３  会議の議事は、出席した委員の過半数で決する。 

４ 委員は、やむを得ない理由により出席することができないときは、書面により議決権を行使し、

又は当該委員の所属する団体の職員を代理人として議決権を委任することができる。この場合にお

いて、当該委員は、会議に出席したものとみなす。 

５  会議は、原則として公開とする。ただし、交通事業者の経営状況のうち、重要かつ機密性の高い

情報、外部に公開することで当該交通事業者に不利益が生じるおそれのある情報を取り扱う場合な

ど、会議を公開することにより運営に支障が生ずると協議会会長が認めるときは、全部又は一部を

公開しないこととすることができる。 

６  協議会会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を分科会に出席させ、意見を聴取する

ことができる。  

７  前項までの規定にかかわらず、やむを得ない事情により会議を招集することができないと協議会

会長が認めるときは、第３条に掲げる事項について書面により委員の意見を徴する方法により会議

を行うことができる。この場合において、協議会会長が指定する期日までに書面を提出した委員の

２分の１以上が当該事項について同意したときは、当該同意の議決があったものとみなす。 

８  前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、協議会会長が別に定める。  

（庶務） 

第６条 分科会の業務を処理するための事務局は、規約第１１条の規定を準用する。 

（報償費及び費用弁償） 

第７条 分科会の出席者に係る報償費及び費用弁償は、規約第４条第２項の規定を準用する。 

（その他）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、分科会に関し、必要な事項は協議会会長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年９月２２日から施行する。 



 別表（第４条関係） 

法第 9条第 4項に 

定める区分 
組織名 職名等 

(1)市町村又は都道府県 

帯広市 
都市環境部都市建築室

都市政策課長 

音更町 企画財政部企画課長 

士幌町 地域戦略課長 

上士幌町 企画財政課長 

(2)運賃を定めようとす

る一般乗合旅客自動車

運送事業者 

北海道拓殖バス株式会社 業務部長 

(3)地方運輸局 北海道運輸局帯広運輸支局 首席運輸企画専門官 

(4)関係住民の意見を代

表する者 

帯広商工会議所 
産業振興部 

地域支援課長 

北海道十勝管内商工会連合会 事務局長 

十勝消費者協会連合会 事務局長 

連合北海道十勝地域協議会 事務局長 

北海道社会福祉協議会十勝地区事務所 所長 

 


